
陳 情 文 書 表 

番号 受理年月日 件   名 要    旨 陳 情 者 氏 名 委員会 

２６ 

第８ 
26・2・26 

高速秋田道インターそばに計

画中のごみ焼却統合処理場に

関して、燃えるごみの半分の生

ごみ分別と立地の再検討につ

いて 

建設中の横手市ごみ処理統合施設について、次の理由により再検討

されたい。 

1． 生ごみ分別堆肥化処理施設として現在稼働休止中の平鹿町有機

センターを活用すれば建設費や稼働経費の節減につながる。 

2． 生ごみの分別回収及び堆肥化により、生ごみ堆肥を使用した有

機農産物の売り込みが期待される。 

3． 市長選挙の際、現市長はごみ処理統合施設の立地についてを検

討課題としていた。 

生ゴミをＥＭ菌ボカシで堆

肥化推進横手市モデル地区 

会員 西田和雄 

厚 生 

２６ 

第９ 
26・5・29 

少人数学級の推進などの定数

改善と義務教育費国庫負担制

度2分の1復元をはかるための

2015 年度政府予算に係る意見

書採択について 

社会状況等の変化により、学校は一人ひとりの子どもに対するきめ

細かな対応が必要となっているが、授業時数や指導内容が増加し、特

別な支援を必要とする子どもの増加や障害のある児童生徒の対応に加

え、いじめ、不登校等生徒指導の課題も深刻化している。 

また、子どもたちが全国どこに住んでいても、機会均等に一定水準

の教育を受けられることが憲法上の要請であるが、義務教育費国庫負

担は２分の１から３分の１へ引き下げられ、自治体財政を圧迫してい

る。子どもや若者の学びを切れ目なく支援し、人材育成・創出から雇

用・就業の拡大につなげる必要があるため、次の事項について関係行

政庁へ意見書を提出されたい。 

１．ゆたかな教育環境を整備するため、30人以下の少人数学級を推進

すること。 

秋田県教職員組合 

他１名 

総 務 

文 教 



２．教育の機会均等と水準の維持向上をはかるため、義務教育費国庫

負担制度の負担割合を２分の１に復元すること。 

２６ 

第10 
26.5.29 道路拡幅について 

既存の道路は幅員が約２ｍと狭く、冬季は雪により閉鎖を余儀なく

されるため、生活道路として利用している地域住民は大変な不便を強

いられている。また、緊急車両も入れないため緊急時の対応に不安が

ある。ついては現地調査のうえ拡幅改良されたい。 

上仁井田自治会 
産 業 

建 設 

２６ 

第 11 
26・6・6 

栄南部地区集積加速化基盤整

備事業の一部地区編入につい

て 

栄南部地区では外目・桜沢集落を中心とする約 52.5ｈａについて基

盤整備事業の採択を受け、工事着手しているが、事業採択後、土地改

良区の区域外であり未整理地区でもある近隣の楢沢地域でも、土地改

良区に地区編入してほ場整備事業に取り組みたいとの要望があった。 

ついては、平成27年度の実施に向けて楢沢地域も土地改良区に編入

し、栄南部地区に追加地域として一体的な整備を図るため、市の支援

を要望する。 

栄南部地区ほ場整備事業推

進協議会 他1名 

 

産 業 

建 設 

２６ 

第 12 
26・6・9 

集団的自衛権についての憲法

解釈変更をしないよう求める

ことについて 

歴代の自民党政権は集団的自衛権の行使を「違憲」とする立場を踏

襲してきたが、安倍首相は歴代政権が禁じてきた集団的自衛権行使の

容認へ、憲法解釈変更を検討することを明確にしている。 

また、国会論議も国民的議論もないまま、集団的自衛権の行使容認

を閣議決定で決めようとしているのは立憲主義を破壊する行為とも言

える。世論調査でも解釈変更による行使容認には過半数が反対してい

る。 

ついては、集団的自衛権に関する憲法解釈を変更しないよう、国会

及び関係行政庁に対し意見書を提出されたい。 

平和・民主・革新の日本をめ

ざす横手市の会  

総 務 

文 教 



２６ 

第13 
26・6・9 

集団的自衛権行使を容認する

閣議決定への反対を求めるこ

とについて 

安倍首相は「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」の報告

を受け、憲法解釈を変更して集団的自衛権行使容認の閣議決定を検討

している。 

戦後60年間にわたって世界や日本全国で開催されてきた母親大会で

は、第二次世界大戦で夫や息子を亡くした母親達が集い、「もう二度と

子ども達を戦場に行かせない」と誓いあってきた。 

ついては、海外での戦争参加につながる集団的自衛権行使を容認す

る閣議決定を行わないよう、国会及び関係行政庁に対し意見書を提出

されたい。 

横手市母親連絡会 
総 務 

文 教 

 


